














　　　　　　　　　　 当事業年度 前事業年度

１．　関係会社に対する主な資産及び負債

　　　(区分掲記したものを除く。)
　　　　売掛金 17,683 百万円 20,274 百万円
　　　　買掛金、未払金及び預り金 1,211

２．　前事業年度において、未収消費税等は流動資産の「その他」に、当事業年度において、未払消費税等は流動
　　負債の「その他」に含めて表示しています。

３．(1)　担保に供している資産
 　　　　土地（帳簿価格） 487 百万円
　　(2)　担保権によって担保されている債務
　 　　　借入金（熊本県）に対する 3 百万円
 　　　　銀行保証に係る被保証債務

４．　会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数

　　　会社が発行する株式の総数　　　　普通株式 180,000,000 株   　　   180,000,000 株
　　　　ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場合には、会社が発行する株式について、これに

　　　相当する株式数を減ずることとなっています。

　　　発行済株式総数　　　　　　　　　普通株式 76,020,019 株 76,020,019 株

５．　自己株式

　　　当社が保有する自己株式の数　　　普通株式 48,753 株 47,852 株

６．　売掛金には、ファクタリング方式により譲渡した売上債権の未収額が当事業年度末1,853百万円、前事業年度末
　　　1,991百万円含まれています。

７．　偶発債務

　　　従業員の銀行借入に対する保証債務 111 百万円 131 百万円

８．　配当制限

　　　商法施行規則第124条第3号に規定する資産に
　　　時価を付したことにより増加した純資産額 5,501 百万円 3,709 百万円

注 記 事 項

(貸借対照表関係)



(損益計算書関係)
　　　　　　　　　　 当事業年度   前事業年度

１．　関係会社との主な取引

　　　　売上高 97,522 百万円 97,238 百万円
　　　　受取配当金 1,476 1,298

２．　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　荷造運賃 3,504 百万円 3,376 百万円
　　　　給与及び諸手当 1,394 1,431
　　　　賞与引当金繰入額 230 253
　　　　退職給付費用 189 250
　　　　役員退職慰労引当金繰入額 85 75
　　　　役員賞与引当金繰入額 66 58
　　　　製品保証引当金繰入額 348
　　　　研究開発費 6,968 6,545

３. 　固定資産売却益の主なもの
  　　    車両及び運搬具 0 百万円 0 百万円

４. 　固定資産売廃却損の主なもの
　　固定資産売却損

　　　　　機械及び装置 1 百万円
　　固定資産廃却損

　　　　　建物 69 百万円 18 百万円
　　　　　構築物 7 2
　　　　　機械及び装置 123 143
  　　    車両及び運搬具 2 1
　　　　　工具、器具及び備品他 25 19

５．　研究開発費の総額（一般管理費） 6,968 百万円 6,545 百万円 



(リース取引関係)

　ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しています。

(有価証券関係)

(税効果会計関係)

１.　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
当事業年度 　前事業年度

　　繰延税金資産
      退職給付引当金 1,366 百万円 2,080 百万円
      賞与引当金 1,038 1,017
　　　ソフトウェア償却超過額 356 282
      未払事業税 204 229
 　　 研究開発費加算額 166 119
  　　役員退職慰労引当金 134 118
      社会保険料加算額 106 114
      減価償却費償却超過額 98 98
      製品保証引当金 298 48
　　　その他 77 138
　　繰延税金資産合計 3,848 4,248
　　繰延税金負債
　　　その他有価証券評価差額金 △ 3,753 △ 2,563
　　　特別減価償却積立金 △ 60 △ 46
　　繰延税金負債合計 △ 3,813 △ 2,610
　　繰延税金資産の純額 34 1,638

２.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

当事業年度 　前事業年度
　　法定実効税率 40.0 % 40.0 %
　　（調整）
　　　交際費等永久に損金に算入されない項目 0.5 0.6
　　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 0.3 △ 0.2
　　　住民税均等割等 0.2 0.3
　　　外国税額控除 △ 3.3 △ 5.8
　　　研究開発費税額控除 △ 5.2 △ 6.4
　　　その他 1.1 2.2
　　税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.0 30.7

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの （単位 百万円：未満切捨）

当事業年度（平成１８年３月３１日現在） 前事業年度（平成１７年３月３１日現在）

貸借対照表計上額 時　価 差　額 貸借対照表計上額 時　価 差　額
子会社株式 － － － － － －
関連会社株式 143 2,141 1,998 143 901 758

区　　分


